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I.はじめに

アメリカ経済は、 1950年代には低成長・高失業率の問題をかかえていた

が、共和党政権は経済成長ないしは完全雇用よりも物価安定を緊急な政策課

題と考えていた。このため、朝鮮動乱中の激しいインフレを除くと、この期

問は概してゆるやかなインフレであった。もとより、 1950年代後半には不況

下のインフレが問題にされ、いわゆるニュー・インフレ-ションをめぐって

の論議が盛んに行なわれたが、このインフレも1960年代の前半には収束し

たo　しかし1960年代にはいって、政権が共和党から民主党に移行し、高成長・

低失業率が政策目標として追求された結果、 1960年代前半にはインフレなき

経済成長が達成されたが、完全雇用の目標がほぼ達成きれた1960年代後半に

は、ベトナム戦争の影響も加わり、インフレ問題が再燃することになった。

アメリカ経済は、第2次大戦後も戦時経済と平時経済とをくりかえしてお

り、このことがアメリカ経済の需要構造を著しく変化させているものと思わ
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戦後のアメ.)力経済における物価・隻金上昇の構造的分析

れる。また政府のとった政策の相違を反映して、労働市場の需給状態も戦後

かなり変化している.本稿では、こうしたアメリカ経済の構造変化が、物

価・賃金の上昇過程にいかなる影響を及ぼしたかを把握しうるモデルm成

し、それを用いて、戦後のアメリカのインフレ要因を実証的にさぐることを

目的としている。

II.モデルとその経済的意味

1950年代以降のアメリカ経済におけるインフレ問題を構造的に分析するた
(注)

めに、つぎのような10本の構造方程式からなるモデルを使用する。

賃金変化率の決定方程式

(1) w】-αo+α1u+α2^2, -,+α3M>2/, -+α4サ3, -1十a^Pc, -i+ei

(2) w2-β。+β,u+β!!ォ>,, -,+β3乙V. -.+β4サ3, -1+βlU>2 +βi(.p2+qi)

十P7戸'c, -i +e2

(3) w2'-β。′+β 'u+β2′W,, -一十β。′M>2, -1+β4 H>3, -.+β5′ti¥+β6′(i2′+42′)

+β了'Pc, -,+e3

(4) u>3-γ。+rlu+γ2^1,-1+γ3^2,-1+γォUI2',-I+γ5M>2+γ6ォy+γiPc,_r+et

価格変化率の決定方程式

(5) pi-∂,+slf+♂:(A+A′)+<53(m>,-<ji)+e5

(6) ♪2-ォ。+」lg2+」2(A+ム′+pm')+e.3(W2-<j2)+<?6

(7) />2'-s。'+e.′gi'+h′(Pl+p¥+Pm)+e3′(ォ>2′-q2')+c7

(8)A-λ。+λ1h十λi(.wz-<ii)+es

卸売物価指数変化率の決定方程式

(9) Pw-/<fl+A♪l+ft2p2+fi3p2′十e,

消費者物価指数変化率の決定方程式

pc-リD+リIpl +レ2♪2+リ3♪21+リ.♪3+e,0

(荏)本稿で採用されるモデルは.拙稿「日本経済の物価・賃金上昇の構造的分析一両・小野モデルへのコメソト

ー」. r一橋諭吏』,昭和47年8月号で展開されたモデルを. 7メ1)カ経済分析用に若干捗正したものである。
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ここに記号は、つぎのとおりである。 Wは貨幣賃金率、 I)は価格指数、 Pm

は輸入物価指数、 Pwは総合卸売物価指数、 Pcは総合消費者物価指数である.

またqは労働の物的平均生産性であり、 uは失業率、 fは農業生産指数、 g

は製造業受注残高指数、 hはサービス関係支出であるo eは誤差項である。

ドットのついた変数は、その変数の指数的成長率を示す。下添字1、 2、 3は、
(荏)

それぞれ農業、製造業、商業・サ-ビス業を示す。そして製造業部門の変数

のうち,プライムのついているのは非耐久財産業、ついていないのは耐久財

産業の変数である.したがってわれわれのモデルは、 4部門モデルであるO

モ・・.、・tのl'j'主;.r!t t<・、. !{.、∴ Jt'、∴ '<蝣'..、 /・l. />こ. A.'、 A-.、 J'蝣'サ蝣、 PH >10ftM-C-、

構造方程式が前述の10本の方程式体系で与えられているから、体系はcom-

p】eteである.なお先決変数は、 u、メ、払g2'、 A、 <?I. <?2、 42'、 4。、 imの10個

の外生変数と、 W|.-l、 U't,_.、 W2′,_1、軸,_1、 pォ,-ォ　という5個の先決内生変

数である。以下これらの諸変数の関係を規定するモデルの個々の方程式に盛

られた意味を説明する。

(A)賃金変化率の決定方程式

各部門の賃金変化率を決定する方程式には、まず労働市場の需給状態を反

映する変数として、失業率〟と他部門の前年の賃金変化率を採用した。ここ

で〝は経済全体の労働力に対する超過需要の代理変数であるが、これだけで

は各部門の労働需給状態を適確に反映させることはできない。そこでつぎの

ような理由により、他部門の前年の賃金変化率を加えた。すなわち他部門の

賃金上昇は、他部門への労働移動を刺激するか、あるいは自己部門への労働

供給を減少させ、自己部門の労働需給に直接影響を与えるからである。

つぎに労働需給とは無関係に決められる賃金の高位平準化傾向の存在を確

かめるた馴こ、 (3)、 (4)式にはそれぞれ洵2′、 tb2を説明変数として加えた。ま

た(5)式にu72とw2'がはいっているのは、同様の理由によるO　とくに製造業の

(琵)商業・サーfス葉は.卸売・小売業.金融.保険・不動産築.サーt:'ス業等を含む。
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戦後のアメリカ経主剤こおける物価・資金上昇の構造的分析

場合、賃金の高位平準化傾向は労働組合の賃金交渉力の代理変数とみるとと

ができよう。

さらに各部門の賃金変化率決定式に前年の消費者物価の上昇率戸C,_1がは

いっているのは、生計費の上昇から賃金が上昇する場合を考慮するためであ

る。とくに製造業の場合には、戸c>-1は労働組合の賃金交渉力の代理変数と

みることも可能である。すなわち消費者物価の上昇率が高まれば高まるほ

ど、労働組合による賃金上昇圧力は強まると考えられるからである。

製造業の賃金変化率は、企業者の賃金支払能力にも依存していると考えら

れる。この点を考慮するために、 (2)I (31式では、各部門の労働の価値的生産

性上昇率であるPi+<?2、 P2+Q2　を、説明変数として導入した.すなわち労

働の価値的生産性の上昇は企業者の賃金支払能力を増し、労働組合の賃金交

渉の対象になると考えられるからである。

(B )価格変化率の決定方程式

各部門の価格変化率を決定する方程式には、まず各部門の生産物需給状態

を直裁に反映する変数として、 j、&,gl、kを採用した。これらのうちj、k

は、需給ギャップ指標としては不適当と思われるが、農業の場合には供給事

情によって、また商業・サービス業の場合には需要状況によって、価格変動

が大きな影響を受けると思われるので、需給指標としてf、kを採用した.

また農業、製造業の卸売物価の変化率は、両部門の経常投入物の価格指数

の変化率にも依存すると考えられる(5)式においてi2、i21は農業における

経常投入物の価格指数の変化率であり、簡単化のためにふとム′のパラメー

ターは等しいと仮定した(6)、 (7)式のA、i2、i2'Jmは製造業における経常

投入物の価格指数の変化率であり、これらの変数のパラメ-タ-も簡単化の

ために等しいと仮定した。

さらに各部門の卸売物価変化率は、単位労働費用の増減率にも依存すると

考えられる。そこで(5). (6). (7)、 (8)式には、それぞれ各部門の単位労働費用
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の増減率w,-41、 w2「42、 tV-<J2′、 i,3-43が説明変数としてはいっている。

かくしてわれわれのモデルの価格変化率を決定する方程式は、説明変数と

して、需要側の要因とコスト側の要因の双方を含むから,各部門の物価上昇

において、需要側とコスト側のどちらの要因がより強く作用したのか、また

両要因の各変数のいずれが強く働いたかを、十分に説明することができよ

う.0

(C)卸売物価・消費者物価指数の変化率の決定方程式

卸売物価指数の説明変数として、農業、製造業の価格指数を採用した。商

業・サ-ビス業の価格指数は、他部門の価格指数とその性格を異にしている

ので除いた。消費者物価指数の説明変数としては、卸売物価指数の説明変数

と商業・サ-ビス業の価格指数を用いたo

Ill　デー.夕と主要指数の動向

モデルの推定に用いた諸変数の推移について簡単に述べよう。

図-1は、消費者物価PL・と卸売物価Pwの推移を図示したものである。景

図- 1消費者物価・卸売物価指数の推移(1959年-一oo )

1950年　　52　　　54　　　56　　　58　　　60　　　62　　　64　　　66　　　68

(資料) U.S. Department of Commerce, Survey of Current Business,およびBust-

ness Statistics (The Biennial Supplement to the Survey of Current Bu-

siness)。
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帆枚の7 -'.' *}卓UH-.i;けもMm・it企上井の隅tfl'Jl蝣)ti

気変動との関係をみるために、景気のIilt谷の時期をあわせかかげた。乱・.r王

部分は景気後退期を示す1960-61年の景気後退期にはPnの下落がみられ

たが、 PL・は上昇傾向を続けているO　それ以前の二つの景気後退期には、 P.I、

Pwともに下落せず上昇傾向にある。不況下のインフレいわゆるスタグフレ

-ションは、アメリカの場合すでに1950年代からみられるc Pc、PH′は、1950

年以降上昇傾向にあるといえるが、 Pwが1960年代前半において安定的な推

移を示したため、 1960年以降PcとPIl′の釆灘が拡大傾向にあることは注目す

べきであろう。

図-2には、各部門の価格指数および輸入価格指数の推移が、景気循環と

図- 2各部門の価格指数および輸入価格指数の推移(1959年-100 )
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(資料) Pl、 P2、 P2㌧ P3に関しては、図11と同じであるが、 P'nに関しては、 Interna-

tional Moiletary Fund, International Financial Statisticsを参照。
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の関係で描かれ　120

ているo卸売物110

伽は総合指数で

みるとき、 1960

年代の物価安定

期を除くと、ほ

ぼ一貫して上昇

を続けている

が、産業別およ

:>';'蝣Tw間り¥¥i数で

みるとかなり異

なった動きを示

している。まず

♪1は、 1950年代

には下落を続け

たが、 1960年代

にはいって下落

傾向は止まり、

1964年以降は上

昇に転化してい

る。製造業の二

つの部門の卸売

物価は. 1950年

代においてきわ

だった対称的な

動きを示してい
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図-・ 3古書門の生産物需給バランス指標の推移

1950年52　54　56　58　60　62　64　66　68

(性および資料)

f-農業生産指数　U. S. Department of Agriculture, Agri-
cultural Statisticsよりo

g2-耐久財部門受注残高指数。耐久財部門の受注残高(U. S.
Department of Commerce, Survey of Current Business^)

を、 Z'Zでデフレートしたものより算出0

82 -非耐久財部門受注残高指数。非耐久財部門の受注残高を

♪2′でデフレートしたものより算出。

h-商業・サ-ビス業関係支出。個人消費支出のうちサ-ビス

関係支出　U. S. Deparment of Commerce, Survey of

Current Businessより.



戦後のLTノI)カ経済にiサける物to一隻金上昇の構造的分析

るOすなわち、 P2Iははは安定的な推移を示したのに対し、 P2は一貫して上

昇傾向を続けた。しかし1960年代にはいってからは、 P2と♪2luともに前半

には安定的推移を、後半には上昇傾向を示し、同様な変化パターンをみせて

いる。 PmはPZlと同様な推移を示している。 ♪3は、 1950年代はP2と同様な

推移を示していたが、 1960年代にはいると、 ♪2が前半に横ばい状態になった

のに対し、九はいせんとして上昇傾向を続け、安定的な他の諸物価が上昇に

転じた1960年代後半には、 P3はインフレの速度を増している。こうしたP3の

動きは, Pcの推移ときわめて類似している.

諸物価と景気変動との関係に目を移すとき、 1960-61年の景気後退期には

各部門の卸売物価はわずかながら下落したが、他の二つの景気後退期には諸

物価は騰勢気味であることが注目されるO　しかしながら観察期間全体を通し

てみると、各部門の価格指数は景気変動にかなり感応的であるといえよう。

図13は、各部門の生産物需給状態を景気変動との関係で描いたものであ

る。まず農業の生産指数′の推移は、ほぼ一貫して上昇傾向にある。こうし

たfの動きをPlの推移と照らしあわせると、アメリカの農業は、超過供給に

悩まされていることが推察される。製造業の受注残高指数g2、 g2/は、 1950

年代減少傾向にあるが、これは共和党政権が物価安定を政策目標とし、総需

要抑制政策をとったことにより需要自体が減少したことによるものと思わわ

る。 92′は1960年代にはいってもほぼ横ばいの状態で、こうした状況はすで

に1950年代後半から.続いているが、これは非耐久財需要が伸び悩んでいるこ

との反映と解釈される。一方、 g2の方は、 1960年代にはいると、民主党政

権の完全雇用を政策目標とした総需要拡大政策ならびにベトナム戦争の影響

で、着実に増大している。ところで92は、景気上昇期には増加し、景気後

退期には下落するというように景気変動に対して非常に感応的に変動してい

るのに対し、 92′は景気には不感応的である。これは財の性質の差異による

ものと思われる。商業・サ-ビス業関係への支出hは年々増加しているが、

47



図-4各部門の貸金指数の推移(1959年-100 )
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戦後のアメl)カ経済における物触・負金上昇の構造的分析

その上昇率をみると、 1950年代は減少傾向にあるO　これも政府の総需要抑制

政策が反映されているものと思われるOしかし1960年代にはいると、 hは上

昇傾向に転化している。

各部門の賃金の動きを追ったのが図-4である　1950年代には、各部門の

貸金はほぼ同様の上昇傾向を示したが、農業部門の賃金指数は他部門の質並

指数の動きに比べるとゆるやかであった1960年代の前半には、各部門とも

賃金上昇がスロー・ダウンしていることが特徴的である。とくに製造業にお

いてその傾向が顕著であるが、これは後に述べるような労働市場の状況を反

映しているものと思われるが、当時政府が採用していたガイド・ポスト政策

の影響にもよろう。しかし1960年代の後半には、労働需給が逼迫してきたこ

とを反映して、各部門とも賃金上昇率が増大している。とくに農業、商業・

サービス業における賃金上昇の加速が顕著である。

図-5では、各部門の生産性の推移が描かれているo　商業・サービス業の

生産性の伸びが緩慢なのに対して、農業の生産性の上昇が著しいのが目立っ

ている。製造業の生産性の上昇は、両者の中間的な推移を見せている。こう

した各部門の生産性の推移を、図-4の賃金指数の動きと組み合わせて考え

るとき、農業の単位労働費用は減少傾向に、商業・サービス業の単位労働費

用は上昇傾向にあることがわかるO　こうした単位労働費用の動きは、九、 P3

の推移に対応しており、興味深い。また製造業の場合にも、物価が安定して

(図14の注および資料)

wl-農業部門賃金指数O晨業日雇労働者1時間あたりの賃金(U. S. Department of

Agriculture, Agricultural Statistics)より算出o

u!2-耐久財部門賃金指数.耐久財部門の生産労働者1時間あたりの平均粗収入(U.S.

Department of Labor, Employment and Earnings}より算出o

w2′-非耐久財部門賃金指数o　非耐久財部門の生産労働者1時間あたりの平均粗収入

より算出。

wS-商業・サ-ビス業部門賃金指数O　商業・サービス業部門の労働者の賃金・俸給

(U. S. Department of Commerce, Survey of Current Business)より算出。
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図-5名君肝1の生産性指数の推移(1959年=100 )

1950年　52　　54　　56　　58　　60　　62　　64　　66　　68

(注および資料)

ql =農業部門物的生産性指数O農業のtii場価格表示の国民総生産領(U.S. Ihpartment
of Commerce, Survey of Current Business, April 1967 and July 1970)を、

農業就業者数(U, S. Department of Labor, Employment and Earnings)で除
して、 ♪Jでデフレ-トしたものより算出o

qZ-耐久財部門物的生産性指数。耐久財部門の市場旭格表示の国民総生産鶴を耐久

財部門就業者数で除して、 J72でデフレートしたものより算出o
q2'-非耐久財部門物的生産性指数.非耐久財部門の市場価格表示の国民総生産額を

非耐久財部門就業者数で除して、 P21でデフレートしたものより算出。
qa-商業・サ-ビス業部門物的生産性指数o　商業・サービス業部門の市場価格表示

の国民総生産額を、商業・サービス葦部門就業者数で除して、 P3でデフレート
したものより算出。
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戦後のアメT)カ経済における物価・賃金上昇の構造的分析

いた1960年代前半には、生産性上昇率が高くて賃金上昇率が低かったことに

より、単位労働費用が減少していたことがわかる。このように単位労働費用

の動きも、物価変動に大きな影響力をもっているように思われる。

労働市場の需給バランス指標である失業率uの推移は、図-6のとおりで

ある。 u Eま1950年代には上昇傾向を示し、 1960年代には下落傾向を示してい

る。これは1950年代に共和党政権が総需要抑制政策をとったこと、 1960年代

に民主党政権が完全雇用を目ざした総需要拡大政策をとったことに対応して

いる1960年代後半になって、各部門の賃金上昇率が加速したことを考える

と、アメリカ経済は、この時期に完全雇用の目標をはば達成したものと考え

られる。

幽丁讃　fcE^aSliJjgj

1950年　52　　54　　56　　58　　60　　62　　64　　66　　68

(注および資料)

u-失業率　U.S. Department of Labor, Employment and Earningsより。

IV.モデルの推定結果と解釈

本節では、第Ⅱ節で提示したモデルの推定を行ない、その結果を検討す

る。
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表1、 2, 3はそれぞれ、賃金変化率の決定方程式(ll-(紙　価格変化率の

.''.'ii 'jil.'.'1.'-"1-ド:.、 ,';,'∴-I:!V;ii・,i'.u u・蝣:・・!.'.;ji;・・;.・Lhl:Li;;こ　こ'.::;川'/.>'.<・、 i:hl

に、単純最小二乗法を適用してえられT=パラメーターの推定結果である。推

定にさいしては、 1950年から1968年までの年次データを採用した。なお表中

△印はマイナスを示すo Rは自由度修正済みの重相関係数であり、カッコ

内は、パラメ-タ-の/-valueである。また推定式の番号のうち(1-A)とい

うようにAのついているものは、原モデルの推定結果である。もし原モデル

のパラメータ-の推定値のうち、符号条件を満たさないものや、 f-valueが

低く通常の有意水準にないものがある場合には、その説明変数を順次除いて

推計を行なった。

表1　賃金変化率の決定方

推EncBHf$3&
'O,TrlI

説　　　　　　　　　　　　明

constant 10!, -I W2,-1　　　Uサ2 ,-1　　　W3,-1

1-A
10.184 ム0.985 ム0.874 △0.404 0.475

(△1.442) (△1.228) (△0.390) (1.157)

1-B
6.686 △0.896

(△1.241)

0.237

CO.563)

1-C
6.551 ム0.S82

(△1.290)

0.262

(0.874)

△0. 744

(△3. 429)

△0. 339

(△1. 670)

△0. 073

(△0. 899)

△0. 093

(△1. 187)

△0. 348

(△2. 540)

△0. 169

(△0. 933)

a,3

4- A
ll.419 △0.999 △0.103 △0.778 △0.865

(△2.042) (△0.519) (△2.120) (△1.681J

4- B
6 .6 23 △0.820

(△1.336 )

4- C
6 .204 △0.775

(△1.313)
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戟後の7メ.)カ経済における物価・貨金上昇の構造的分析

まず表1の推定結果についてみよう。 (1-C)、 (2-B)I (3-C)、 (4-C)が採

用式であるが、これらの式からつぎのことを指摘できる。

第1に、非耐久財部門以外の部門では、貨幣賃金が労働市場の需給バラン

ス指標としての失業率〝に依存して変動しているということである。とくに

耐久財部門の賃金変動のuに対する反応係数がきわめて低く、農業、商業・

サービス業の賃金変動のuに対する反応係数が高いことは注目に値しよう。

これらの結果は、労働需給が逼迫してくると、農業、商業・サービス業では、

それが賃金上昇に結びつく可能性が大きくなるのに対し、製造業では労働力

不足を生産性の上昇によってカバ-できるという事情を反映して、質金上昇

にすぐには結びつかないということを示している。

程式のパラメ　ーター推定値

変　　　　　　　　数

2b2　l　め2′　　　p2+4i Pi′十q'空っ　Pc,-,

重相関係数(R,斉)

ダ-ビン・ワトソン比(d)

0 . 3 6 8

( 0 . 6 8 5 )

R = 0 . 6 6 3 R = 0 . 4 7 3

♂= 1 . 7 1 8

0 . 0 4 7

( 0 . 0 9 0 )

.ff = 0 . 5 0 9 万= 0 . 3 3 3

d = 1 .4 8 9

R = 0 . 5 0 9 R = 0 .4 08

d = 1 . 48 5

0 . 0 1 2 0 . 3 4 5 J? = 0 . 9 6 1 i? = 0 .9 3 6

( 0 . 1 8 6 ) ( 2 . 0 7 5 ) d = 2 . 1 3 5

0 . 1 5 3 0 . 0 5 3 .R = 0 . 9 3 0 頁= 0 .9 0 2

( 3 . 2 5 1) ( 0 . 4 2 6 ) d = 2 . 2 6 6

0 . 75 1 0 . 1 0 1 △0 .4 10 72 = 0 .9 2 5 弄= 0 .8 7 4

(3 - 5 6 5 3 ( 0 . 7 8 9 ) (△2 . 1 7 2 ) rf = 1 . 7 6 2

0 . 5 8 7 0 . 0 5 1 R = 0 . 8 8 6 弄= 0 .8 3 8

(3 . 10 3 ) ( 0 . 3 5 9 ) d = 1 . 7 8 5

0 - 5 0 0 0 . 1 1 1 R = 0 . 8 7 0 万= 0 .8 4 1

(3 . 3 0 4 ) ( 0 . 9 8 2 ) d = 1 . 7 6 6

i?-0.939　R-0.898

rf-1. 656

△0. 122

(△0. 462)

R-0.764　万-0.682
d-1.040

R-0.760　R-0.702
rf-1. 075
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第2に、部門間の労働移動の賃金への影響についてみよう。われわれは,

こうした現象を、他部門の前年の賃金上昇率との関連でとらえようとしたわ

けであるが、まず農業、非耐久財部門の賃金上昇率が、前年の商業・サービ

ス菜の賃金上昇に依存しているという結果は、つぎのように解釈できよう。

商業・サービス業で賃金上昇があると、農業および非耐久財部門の労働者は

商業・サービス業-誘引されるために、農業、非耐久財部門はそれをくいと

めるためにWl、W2'の上昇を迫られることになる.また耐久財部門の賃金上

昇率が、前年の非耐久財部門の賃金上昇に依存しているが、これはW2'の上

昇により非耐久財部門から耐久財部門-の労働の流入が減少しt、耐久財部門

で人手不足が顕在化して、 W2が上昇するというメカニズムの存在を示して

いる。

第3に、労働需給に関係なくみられる賃金の高位平準化傾向は、製造業と

商業・サ-ビス業で、その存在が確認された。製造業では、耐久財部門と非

耐久財部門の相互依存関係による賃金の高位平準化傾向がみられるが、これ

らは労働組合の賃金交渉力を反映したものとみることができる。こうした製

表2　価格変化率の決定方

歩 1

5 - A
△3 . 6 1 0 △0 . 1 8 3

(△0 . 4 6 5 )

1 . 0 4 2

( 5 . 5 9 4 )

- B
△2 . 7 9 3 0 . 0 3 5

( 0 . 0 8 4 )

0 . 8 6 3

( 4 . 6 3 5 )

5一 C
△2 . 7 2 8 0 . 8 6 2

( 4 . 7 8 7 )
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戦後の7メt)カ経済における物価・賃金上昇の構造的分析

造業での賃金上昇の相互依存関係は、そのまま商業・サービス業の賃金上罪

に影響を与えているようである。

第4に、製造業の賃金は耐久財・非耐久財のいずれの部門でも、企業者の

賃金支払能力に依存しているO賃金上昇率の労働の価値的生産性上昇率に対

する反応係数は、耐久財部門の方がわずかながら大きい。これは耐久財部門

で組織されている労働組合が非耐久財部門の労働組合より交渉力をもってい

ることの反映と考えられる。このことは、労働組合の賃金交渉力の代理変数

として用いた戸c>-1の賃金上昇率への反応係数の推定結果によって確認され

ているといえよう。すなわち耐久財部門の反応係数は符号条件を満たしてい

るが、非耐久財部門のそれは、逆符号になっている。ただし耐久財部門の反

応係数も、きわ砂て低い値であることに加えて/-valueが小さい。したがっ

て労働組合の賃金交渉力は、われわれのモデルではPc,_lより賃金の高位平

準化傾向に反映されているといえようO　これはPcの上昇が比較的おだやか

であるためであろう。

つぎに表2の推定結果についてみよう　(5-C)、 (6-A)、 (7-B)、 (8-A)

柱式のパラメーター推定値



が採用式であるが、これらの式からつぎのことがわかる。

まず第1に、耐久財部門、商業・サービス業の価格変化率は、需給バラン

スにかなり敏感に反応しているということである。農業に関しては需給バラ

ンス指標に問題があるので何ともいえないが、非耐久財部門に関しては価格

が需給変動とともに動いていないということは、この部門が需要停滞のもと

で管理価格的な価格形成をとらざるをえなくなっていることを連想させる。

第2に、各部門の価格変化率の経常投入価格の変化-の依存関係は、すべ

ての部門で有意な結果がえられたOただし農業に関しては、ムが経常投入価

格の変化によって変動してい華と考えるより`は、つぎのように解釈されるべ

きかもしれない。それは、アメリカの農業においては、政府が農産物価格お

よび農家所得を支持する政策をとっているからである。すなわち連邦政府

は、農産物の超過供給による価格低下の下ざさえを行なうために、パリティ

方式による価格設定を行なっている。こうした制度のもとでは、農産物価格

と他の製品価格との間に比例性がみられることになるから、われわれの推定

結果はそうした事情を反映しているとも解釈できよう。

第3に、各部門の価格変化率の単位労働費用の上昇率への依存は、農業を

除く全部門で検出された。これらの部門で、単位労働費用の上昇を容易に価

格に転嫁することができたのはなぜだろうか。耐久財部門、商業・サービス

業では需要増大があったため、非耐久財部門については、需要が停滞してい

たが管理価格的な価格形成が行なわれたために、それが可能であったと考え

られるが、この点については、次節で検討したい。

最後に、表3の推定結果についてみよう(9-A)、 (10-B)がPw.戸Cの

決定方程式の採用式である. Pwの説明変数のうち、製造業の価格変化率の

反応係数が、農業部門のそれに比べてはるかに大きい。このことが、 ♪1の大

幅な下落にもかかわらず、 P2の急激な上昇、 P21の徴臆を増幅させ、 Pwの

騰貴をもたらしたものと思われる。また製造業のうちでも、 ♪2′の反応係数
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戟後のアメリカ経済における物価・負金上昇の構造的分析

表3　卸売物価・消費者物価指数の変化率の決定方程式のパラメーター推定値

がP2のそれより大きいことは注目すべきであろう。 Pcの説明変数としては、

A、h、ムが残ったが、ムの反応係数が圧倒的に大きいことが注目される。

こうした推定結果は、消費者物価の急激な上昇の根本原因をはっきり示す形

になっているように思われる。

Ⅴ.物価・賃金変動パターンの変化について〔1〕

第Ⅲ節で指摘したように物価・賃金の変動過程は、政府のとった政策の相

違を反映して、 1950年代と1960年代では異なった変動パターンを示してい

る。さらに詳細に検討すれば、 1950年代でも前半と後半、 1960年代でも前半

と後半では異なった変動過程がみられるO　こうした物価.賃金の変動パタ-

ンの変貌を解明するために、 1959年を境目として観察期間を二分した場合

と、 1950-55年、 1955-59年、 1959-64年および1964-68年というように観

察期間を四分した場合のそれぞれについて、前節の採用式を用いて内生変数

に対する諸先決変数の寄与分を計算すると、表4、 5、 6のようになるO諸説

明変数の内生変数に対する寄与分は、構造方程式のパラメ-タ-推定値に、

各期間におけるそれぞれの説明変数の変化率の平均値を乗じたものである。

表中、 △印はマイナスを示す。

まず表4からつぎの諸点が指摘される。

(a)各部門の賃金上昇率は、 3期(1959-64年)までほほ一貫して下落傾向

にある。とくにZb.、w2、w./においては、 1期(1950-55年)から2期(1955
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戦後のアメリカ経済における物価・隻金上昇の構造的分析

～59年)にかけての減速率より、 2期から3期への減速率の方が大きい。こ

のことは3期の物価安定に大きく寄与していると思われるので、この原因を

推定値の説明変数の寄与分を使ってさぐってみようOまずu¥、 M>2′に関して

は、 Ii-3,-1の変動幅が縮小したことが、これらの賃金上昇率の減速に大きく

影響していることがわかる。またul,′については、 Pi+92の減少幅の増大

が、ォ>3,-1の変動幅の縮小につぐ大きな説明要田となっている。こうした要

田にもとづくw2′の減少率の増大がW2の減速過程をもたらしている　wsの

推移に関しては、 3期までは下落傾向がみられるが、全期間を通してみると、

2期以降上昇速度が増しているとみた方が自然なので、こうした動きをもた

らした要因については、次項で検討する。

(b)各部門の賃金上昇率は、 3期から4期(1964-68年)にかけて急激に上

昇しているO観測値でみると、 3期と4期の上昇率の差は、 MJ,が3.6%、 2b2

が0.9%、 Lb2′が1.1%、 Lb3が2.9%である。この加速化を説明する要因と,し

て、労働市場の逼迫によるものを3期と4期のuの寄与分の差でみると、 Zbl

については1.3%、め2については0.5%、め3については1.2%であるO　これら

の寄与の差は各部門の賃金変化率の〝に対する反応係数の差異によって説明

できるo農業、商業・サービス業では、こうした労働市場の逼迫が3期から

4期にかけての加速化の主たる原因であるが、製造業では少しばかり様相が

異なる。すなわち、耐久財部門では、 ttyの加速がu72の加速化の一番の原因

になっている.こうした賃金の高位平準化傾向によるw.の加速化は、労働

市場が逼迫していたことも影響しているとみられる。事実、 3期と4期のu

の寄与分の差は、 w2/の寄与分の差についでかなり大きな値となっている.

また非耐久財部門では、 W3,-iとu72の加速がu72/の加速化の主たる原因とな

っている。

つぎに表5からは、つぎの諸点が指摘されよう。

(c)2期(1955-59年)には、ニュ-・インフレーションが注目をあぴたが、
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llLiv.i-∫ t 'I *r|下泊にゴQLけtfrlli・K企,上界の隅石HI川fl'i

それはこの時期にマクロ的には超過需要がみられないのに物価が上昇したか

らである。 2期において物価上昇がみられたものの、 1期から3期までを通

してみるとき、 2期は物価上昇の減速過程にあったといえようO　こうした減

速化の原田を2期から3期にかけての各部門の物価の動きのなかで検討して

みよう。まずilに関しては、経常投入価格の下落がその原因である。農産

物価格がパリティ方式にもとづいて設定されていることを考慮すると、ilの

減速は、他部門の製品価格の下落によるものであると解釈できよう。つぎに

i,に関しては、観測値でみると2期から3期にかけて2.9%下落している

が、この下落要因を推定値を使って分解すると、単位労働費用の減少による

ものが0.6%、雇用拡大にともなう生産増加により超過需要の程度が弱まっ

たことによるものがOA%となっている　Pl'<こ関しては、経常投入価格の下

落が主たる低下原因になっている。 i2に関しては,サービス関係支出の伸び

が停滞したことが原因になっている。これらの結果を要約すると、 2期から

3期にかけての諸物価の下落は、コスト指標の下落と超過需要の減退が重な

ったためと考えられるが、とくにコスト指標の下落が主原因と思われる。

(d)3期において安定していた諸物価も、 4期にはいると急速に上昇を始め

た。とくに♪lは、 3期まで下落傾向にあったが、 4期には上昇怯向に転化し

ている点で注目されるが、.これは他部門の価格上抑こよるものである。i2に

関しては、観測値でみると3期から4期にかけて1.5%の上昇がみられたが、

これを推定値を使用して分解すると、需給ギャップ率を示す受注残高指数92

の寄与分の増加が0.9%で.原材料費,単位労働費用の寄与分の増加は、そ

れぞれ0.6%、 0.5%であった。この場合.コスト指標としての原材料費、単

位労働費用の寄与分の和の増加は1.1%となり、需給指標の説明力を上まわ

っている。すなわち耐久財部門では、コスト・プッシュ的な価格上昇傾向が

強まっているといえるが、それはあくまで需要増大によって支えられたもの

であることに注意する必要がある。これに対して、原材料費の増大に起因す
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表6　卸売物価・消費者物価指数の変化率とその構成要因　(単位: %)

るi2′の上昇は、同じコスト・プッシュ的な価格上昇といっても、非耐久財

部門には需要停滞がみられることから、管理価格的なコ不ト・プッシュと解

されるべきであろう. i3に関しては、サ-ビス関係支出の伸び、単位労働費

用の増大が、価格上昇の加速の原因となっている.説明力はkの方がu'3-43

より大きいとはいえほぼ同じ大きさであることは、商業・サービス業でも、

需要増大に支えられたコスト・プッシュ的な価格上昇傾向が強まったと解釈

できよう。

表6からは、つぎの諸点が指摘され

る。

(e)卸売物価Pwは、 2期から3期にか

けて上昇率が減速し、 3期においては安

定的な推移を示したが、 4期にはいると

急激に上昇しているo　こうしたPp.の推

移をもたらした原因を推定値を用いて調

べてみよう。まず2期から3期にかけて

のPwの低下は、ふの下落によるもので
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表7　誘導型

内生　　　　　　　　先
変数　constant ttv,_i Wi,-i

IV,　6. 551　　　　　　　　0. 262

wi 1. 596　　0. 434　　0. 223

dh 0. 952　　0. 225　　0. 303

w.　　7. 300　　0. 276　　0. 267

♪l A4.582　　0.138　　0.095

♪2　△1.012　　0.087　　0.049

か' △1.138　　0.073　　0.061

♪　　0. 163　　0. 041　0. 040

Pw　△1.485　　0.087　　0.060

Pc　△1.605　　0.065　　0.053



戦後のアメ.)カ経済における物価.貴金上昇の権造的分析

あり, 3期から4期にかけての戸Wの上昇は、 j2′ぉよぴi2の上昇に起因し

ていることがわかるO　このようにPwは、製造業とくに耐久財部門の価格変

動によって大きな影響をうけている。

(∫)消費者物価戸Cは、 1期から3期にかけて上昇率が低下したが、 4期に

はいると急激な上昇に転じた。推定値を使用して、こうしたPcの推移の原

因をさぐると、 Pcの下落傾向は、ムの低下に、そして戸。の加速は、 i3およ

びiLの上昇に起因していることがわかる。

(g)pc一戸WはI期(1950-59年)が0.1%、 Ⅱ期(1959-68年)が1.1%と

なっており、 1959年以降PL・とPwの釆雛は拡大傾向にあるO推定値を使って

この要因を分解すると、九の上昇によるものは0.1%であり、 I,2の騰貴によ

るものは0.6%であり、それ以外の要因によるものは-0.2%である。したが

って耐久財部門の価格上昇が、両指数のJTE離拡大の一番の原因であるo

VI　物価・賃金変動パターンの変化について〔2〕

本節では、第Ⅳ節で提示した採用式を、誘導型の方程式体系に変換して、

物価・賃金の変動パターンについて、さらに若干の論点を付加する。誘導型

方程式における先決変数のパラメーターは、表7に示してある。

(h)表7より、われわれのモデルは、 Lb2′、U)3、Pcに関する3元1階の非

方程式[=おける先決変数のパラメーター

決　　　　　　　　変　　　　　　　　数

pc, -, gl　　　　　　　　<Zz ltJ　　　　<23

△0. 882

0. 088　　△0. 564

0. 046　　△0. 293

0.056　　△1. 133

0. 028　　△0. 180

0.018　　△0. 114

0. 015　　△0. 095

0. 008　　△0. 169

0.018　　△0. 112

0. 013　　△0. 179

0.017

0.012

0. 013

0. 074

0. 055

0. 031

0. 002　　0. 470

0. 046

0.193　　　0.111

0. 088　　　0. 156

0. 115　　　0. 136

△0. 191　　△0. 082

△0. 150

△0. 072　　△0. 095

0. 017　　　0. 020

△0. 118　　△0. 055

0. 020　　0. 382　　△0. 034　　　0.004

0. 098

0. 095

0. 091

0. 528

0. 199

0. 413

△0. 149　　0.014

0. 340

ム0.121　　0.116
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同次連立定義)j程式になっていることがわかる。そこで外生変数がある一定

の値をとると仮定した場合に、われわれのモデルが、 IV2'、tλ,。、戸Cについて安

定的な解を与えるか否かが問題となる。このことを調べるために、連立定差

方程式の特性方程式の根を計算すると、

λ-0.225　　-0.303　　-0.046

-0.276　λ-0.267　　-0.056

-0.065　-0.053　λ-0.013

=0

より、 λは0.168-KO.007-v/0.026、 0.168-?/画ラm-V'両面伽2、および

0.168-3/0.007<サ2-v/0.026<uと求められるo　ここにa'は1の虚立方根の一つ

である。したがってl--の-とき、 tiV,乙i,,、戸Cは外生変数の値に依存するあ
(江) .

る一定水準に、減衰振動をしながら収束するということがわかる。 Pcの安

定性は、賃金・物価の相互依存関係それ自体の中に、消費者物価指数を無限

に高めていくメカニズムが存在しないことを意味している。しかしこの現象

は、あくまで′を無限大にした場合の話であって、さしあたっての局面にお

いては、賃金・物価の悪循環により消費者物価がだんだん高められる可能性

が存在していると考えるべきであろう。

(i)つぎに内生変数の均衡水準(以下これに*印を付ける)に対する外生変

数の寄与を検討する。このた釧こa.2′,_!-H)2'、 K>3,-l-K>8、 A,-.-戸。と仮

定してえられる外生変数のパラメ-ターを計算したのが表8で、外生変数の

寄与を計算したのが表9である。表9では、前節の分析と同様に,全観察期

間を二つあるいは四つの部分期間に分けて外生変数の寄与分が計算してあ

る。

(江川168+‡(VQ-007+Vo.026)-a、晋(vo.026-V緬テ)-βとおくとき.特性方程式は,実根0.168

-V訂面ラーVO.026と.共役な.fG取a士Piをもつことになる。ここでa±βi-i-(cosr±>sinr)とおく

と.特性方程式の基本解は、 {(0.168-J/0.007-i/0.026)', p'cosγt, p'sinrtl　となる。しかるに

0.168-V前6ラーVo.026<l、 p<1であるから、トmのとき、 tb2′　w3,Pcは,辞表振動をしながら

外生変数の値に依存するある一定水準に収束するといえる。
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晩後の7メ1)カ歳浜における物価・隻金上昇の構造的分析

表8　仮説的ケースにおける外生変数のパラメーター

外　　　　　　生　　　　　　変　　　　　　数

constant u g2　　　h qz q i′　　　Q3

an*　　　9.734　△1.412　　0.008　　0.012　　0.061

K)J-　　　6.835　ム1.564　　0.038　　0.062　　0.333

2b2′　　　5.948　△1.191　0.028　0.041　0.205

ttlj*　　12. 147　△2.022　　0.030　　0.045　　0. 233

♪1*　　△2.617　△0.547　0.081　0.021 △0.141

♪　　　0.098　△0.324　0.059　　0.013　△0.121

0.081　△0.004　　0.057

0.325　△0.020　　0.252

0.325　△0.013　　0.216

0.311　△0.014　　0.217

△0.006　△0.007　　0.582

0.045　△0.004　　0.232

♪　　　0.031　△0.311　0.035　0.012　ム0.043　△0.052　△0.004　0.444

0.885　△0.301　0.004　　0.477　　0.035　　0.046　△0.151　0.032

Pw*　△0.246　ム0.344　　0.050　　0.013　△0.086　△0.007　ム0.004　　0.374

Pc*　　△0.582　△0.368　　0.023　　0.392　△0.008　　0.042　ム0.124　　0.144

まず賃金変化率の均衡値についてみると、 1期から2期、さらに2期から

3期にかけての賃金上昇の減速に最も大きな影響を与えたのは、 uの増大で

あることがわかるo　それについで大きな影響を与えたものは、 ・42の上昇、 92

の下落となっている。また3期から4期にかけての賃金上昇の加速をもたら

した一番の原因は、労働需給の逼迫にともなうuの低下であることがわか

る。これにつぐ原因は、 g2の上昇、 42の下落となっているO　このようにアメ

リカの賃金上昇のパターンは、労働市場および耐久財部門の動向によって大

きく左右されていることが判明する。

つぎに価格指数の変化率の均衡値についてみると、 I期からⅡ期、および

1期から2期にかけての価格上昇の減速の最大原因は、農業、製造業では

imの低下になっている。これにつぐ原因はg2の低下で、 uの増大は三番目

の原因となっているO　しかし商業・サービス業では、 hの低下が一番の原因

で、 uの上昇がそれにつぎ、その他の外生変数の変化のみに与えた効果は罪

常に小さい。また2期から3期にかけての各部門の価格上昇の減速および3

期から4期にかけての価格上昇の加速は、それぞれ」i. hの低下およびg2.

kの上昇といった需給指標の変化が最大の説明要因になっている。しかしこ

れにつぐ原因は、 2期から3期の場合には、 u、 42であるのに対し、 3期か
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ら4期の場合には、 u、imとなっているO　これらの結果から、アメリカの価

格上昇のパターンは、労働需給の変化を反映したコスト指標よりも、生産物

の需給指標の変動に敏感に反応していることが結論づけられよう。さ　らに

Z・机の動向によっても、諸物価は大きな影響をうけるということを付言すべ

きであろう。

最後に卸売物価・消費者物触指数の変化率の均衡値の変動要因についてみ

よう. 1期から2期にかけてのPw*、戸C*の減速の一番の原因は、 inの低下

であるo lmの低下につぐものとしては、 Pw*では92の低下、 uの上昇とな

っており、 Pc*ではhの低下、`uの上昇となっている0　2期から3期、 3期

から4期にかけての戸W*の減速ないし加速は. g2の変化が一番の原因で、

ついでu、 i;机の変化が同程度の説明要因となっている。しかし同じ2期か

ら3期、 3期から4期にかけての戸。*の変動は、 uの変化の説明力が一番高

いOついで製品需給指標である92、 kの変化がPc*の変動を説明しているo

Pw*、戸e*ともに、労働市場および生産物市場の需給指標に敏感に反応して

ォ・*

(i)表8において戸。*の決定方程式はつぎのとおりである。

P,*- -0.582-0.368 m+0.023#, +0.392かー0.008 <j2+0.042 <j2/

-0.124 q3+0.144少,A

これからわかるように、 Pc*とuとの問には、いわゆるtrade-offの関係が

ある。上武によれば、 uの低下によるPc*の上昇は、 42、 4。の増加か、 92、 h、

42'Jmの低下によって相殺できる。これらの物価安定要因のうち、ふnは外

生的に与えられるものであり、また42′の低下は政策的に困難であることを

考えると、 42、 43、92、 kの変更が物価安定のための政策手段となりうること

を教えてくれている。

VII　むすび

戦後のアメ')カ経塀にわける労働・生産物市場における構造変化が、賃金・
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戦後の7 > !)カ経済における物価・貿金上昇の構造的分析

物価の変動過程にいかなる影響を与えたかを、モデルの推定結果を援用しな

がら検討してきた。各節でそれぞれの評価を与えたので、ここではそれらを簡

単に総括するとともに残された問題を述べてこの小論を閉じることにしよう

アメリカ経済は、 1950年代の低成長・高失業率の経済から、 1960年代には

高成長・低失業率の経済に転換した。こうした構造変化を反映して、 1960年

代後半には、それまで減速傾向にあったインフレが、加速傾向に転じた。こ

れは労働市場の逼迫にともなう各部門の賃金上昇に起因するコスト指標の増

大によってもたらされたものであると考えられる。こうしたコストの増大を

価格上昇に転嫁することを可能にさせたのは、耐久財部門、商業・サービス

業の場合には、頗著な需要増大であったと考えられる。需要が停滞気味の農

業、非耐久財部門では、それぞれ政府の価格支持政策、管理価格的な価格形

成値向が、そのことを可能にさせたものと思われるO　このようなメカニズム

を通じて、賃金と物価の悪循環、完全雇用と物価安定のトレード・オフ関係

が生じている。

ところで本稿では、観察期間の全期間のデータに最小二乗法を適用してパ

ラメーターを推定したが、観察期間の部分期間ごとにパラメーターを推定す

れば、その推計値の変化から、物価・賃金の変動パターンのさらに細かい構

造変化をとらえることも可能であろう。また価格の変動パターンに影響をも

つものとして、生産物市場の市場構造にみられる再販制度、価格支持政策等

の制度的要因、およびカルテル、寡占化にともなう管理価格等の市場の競争

力を弱める諸要因の影響が、問題にされるべきと考えられる。こうした要因

は、コスト上昇圧力と結びつくと、価格の下方硬直性といった傾向を醸成す

ると思われるからである。しかし、われわれのモデルでは、これらの諸要因

は部分的にしか考慮されていない.物価問題へのアプローチの仕方として、

これらの制度的諸要因をモデルの中にいかに組み入れるかが重要な問題とな

るが、今後に残された課題としたい。
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